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北國銀行は企業理念に「豊かな明日へ、信頼の架け橋を ～ふれあいの輪を拡げ、地域と共に豊かな
未来を築きます～」を掲げ、お客さまのニーズに応じた金融サービスの提供に取り組んでおります。

お客さまのライフプランにおける夢・目標を実現するため、資産形成・運用を通してお客さまの金融
資産が中長期的に安定して増えていくことが、金融商品の販売にあたって私たちが最も大切にすべき
「お客さまの最善の利益」だと考えております。

１．北國銀行が考える「お客さま本位の業務運営」

ライフプラン
夢・目標

コンサルティング
アドバイス

金融商品
の販売

２

ライフプランにおける夢・目標を実現する
にはお金が必要・・・

金融資産が安定して増加し
ライフプランの実現へ！
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お客さまの利益と北國銀行の利益がウィンウィンの関係を目指して、2022年11月から窓販・インター
ネットバンキング専用ファンド全商品の購入時手数料を無料にいたしました。

１．北國銀行が考える「お客さま本位の業務運営」

投資信託全商品ノーロード化（購入時手数料無料)

⚫ 購入時手数料をいただかないノーロード投資信託のみを取り扱いすることで、お客さまにとって効率
的な資産運用を提案いたします。

⚫ 信託報酬をメインとした手数料収入体系とすることで、中長期運用によりお客さまの資産残高が増え
ると、北國銀行が受け取る手数料も増える体系をめざします。

投資金額
97万～98万

手数料２～3万

購入時手数料の
ある投資信託

投資金額
100万

ノーロード
投資信託

購入時手数料
資産の増減と関係なく、購入時に一定の料率で必要な手数料です。

信託報酬（代行手数料）
投資信託を保有している間、投資信託の保有額に応じて日々支払う
費用で、投資信託の信託財産から間接的に支払われます。
お客さまの資産残高が増えると、信託報酬を通して北國銀行が受け
取る手数料も増加します。

３
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「長期・積立・分散」投資によりお客さまに豊かで安心したくらしを実現していただくために、窓口やホーム
ページ等でのわかりやすい情報提供に努め、投資の必要性や方法についてよりご理解いただけるように取り組
んでおります。

２．お客さまにふさわしいサービスの提供

４

ロボアド診断 投信NAVIの活用

ロボアド診断を活用し、お客さまのリスク
許容度に応じた資産配分の目安を提示する
ことで、初めての資産運用をきめ細かく
サポートしています。

これから投資信託を購入される方も、保有
中の方も、お客さまに合った商品提案、
メンテナンスを行うためのツールを活用して
おります。
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オンライン相談では、ご自宅や職場など
ご希望の場所からご資産についてご相談
いただけます。(2025年度相談実積：2,434件)

２．お客さまにふさわしいサービスの提供

⚫ 平日、休日ともにライフプランニング、資産運用、相続対策に関するご相談、提案、申込手続きまで
受付が可能です。

⚫ 資産運用の専門スタッフが一人ひとりにあったアドバイスをご提供しております。

事前予約制

当行ではお客さまが希望する場所、時間で相談いただける体制づくりに努めております。

お客さまのご意向に合わせ、ゆっくり
ご相談いただけるよう、事前予約制を
導入しております。

オンライン相談

５
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投資信託の商品選定において、お客さまが中長期で目標リターンを着実に目指していただけるよう、
「コア運用」※に適した商品を中心に厳選して、ラインナップしております。
※コア運用=リスクを最適化しながら安定した値動きを中長期で目指す運用

２．お客さまにふさわしいサービスの提供

・〇〇債券ファンド

・××先進国債券ファンド

・××株式ファンド

・〇〇株式ファンド

・〇〇バランスファンド

⚫ 当行では複数の商品をパッケージとして販売・推奨
しておりません。

⚫ 金融商品の組成にかかわる事業者ではございません。

ファンド数・種類が多いと・・・選ぶのが大変？ 北國銀行のラインナップは厳選したファンド
からお客さまにふさわしいものを選定

・〇〇債券ファンド
・××債券ファンド
・××先進国債券ファンド
・〇〇債券ファンド
・××株式ファンド
・〇〇イノベーションファンド
・〇〇ESG株式ファンド
・〇〇バランスファンド
・××バランスファンド

国内債券

海外債券

国内株式

海外株式

バランス型

国内債券

海外債券

国内株式

海外株式

バランス型

⚫ファンド数、名称はイメージであり、実際の
ラインナップとは異なります。

６
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当行取扱いの投資信託全ファンドについて、定期的に運用状況をモニタリングし、評価を実施しております。
2024年度末評価では、定量・定性の両面で評価を実施、2025年度も全ファンドの取扱いを継続しております。
また、プロダクトガバナンスの実践により、お客さまの最善の利益にかなった商品提供に取り組んでおります。

２．お客さまにふさわしいサービスの提供

⚫ 純資産総額・販売額が上位のファンドは月次でモニタリングを実施、その他ファンドについても年1回の
評価を実施。

⚫ 基準価格や純資産総額等の定量面、運用に関わる人材やポートフォリオ等の定性面で評価。
⚫ モニタリングには当社グループ傘下の投資助言会社である株式会社CCIアセットパートナーズ（旧FDAlco）

の運用担当者も参加し、第三者的立場で公平に評価を実施。
⚫ ファンド評価で得られた情報を北國銀行の販売担当者へフィードバックし、お客さまへの情報提供に活用。

ファンド評価の実施

運用会社と連携を実施

⚫ 運用会社から提供される商品設計情報や想定顧客属性等を踏まえ、自らの責任で適合性を判断します。
⚫ 販売状況や顧客属性等の情報を運用会社と共有し、製販一体で適切な商品提供の実現を目指します。

７
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＜セミナー資料の例＞ ＜セミナー内容＞

• 資産運用のポイントと
活用

• お金の貯め方
• じぶん年金
• ライフプランニング
• 企業型DC継続投資教育
• 便利なサービス など

お取引先従業員の皆さまのお金に関する不安・疑問解消のため、職域での金融教育セミナー開催に積極的に
取り組んでおり、経営者の皆さまからは福利厚生向上の一環となっているとのお声をいただいております。

＜2025年度開催実績＞

• 開催数：758回
• 参加人数：のべ8,443名

職場つみたてNISA

事業主さまが役職員さまの資産形成の支援を目的と
して導入する制度「職場つみたてNISA」を取扱い
しております。
職場という身近な場を通じて、役職員さまがNISA
口座を利用した資産形成を可能とします。

職域セミナーの開催

２．お客さまにふさわしいサービスの提供

8
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２．お客さまにふさわしいサービスの提供

お客さまのライフプランに関するご相談内容を整理、現状を見える化し、夢・目標の実現のためのアドバイス
を行っております。

ライフプラン相談サービス

家計の見える化や将来の収支シミュレーショ
ンを行い、資産運用・保険・住宅ローン・相
続など、ライフステージに応じたアドバイス
を有料で提供しております。専門スタッフが
面談を通じて、一人ひとりに合った具体的な
ライフプランをサポートいたします。

法人FPサービス

法人さまの福利厚生充実を目的に「法人FP
サービス」を提供しております。事業主さま
が契約・手数料を負担することで、役職員さ
まが個別のライフプラン相談を受けられるサ
ービスです。

9
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HOKKOKU LIFE＋ Prime(※)の特典として、北國
おまかせNavi積立奨励金 6,000 円を年1回プレゼン
トしています。
※月間500円(税込)でお申込みいただける銀行のサ
ブスクリプションサービスです。

＜HOKKOKU LIFE ＋＞
キャッシュレス・ 銀行口座のデジタル化により、
便利さと豊かさを提供するお客さまの生活基盤と
なる預金口座サービスです。

＜北國おまかせNavi＞
資産運用がはじめての方にもおすすめな全自動の
資産運用サービスです。

北國おまかせNavi積立奨励金

10

２．お客さまにふさわしいサービスの提供
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北國銀行では保険商品は資産運用ではなく、保障
（そなえる）や相続対策（のこす）を目的に活用
すべきと考えております。資産運用を目的としない
理由は、手数料負担が大きく効率的でないからです。
外貨建て保険は以下の理由から、上記目的に対して
合理性に乏しいと考えております。

①為替の影響で受取額が変動し、保障（そなえる）
額が不足するおそれがあります。
②相続対策（のこす）では、為替変動により確実な
暦年贈与の計画が立てられなくなるおそれがあります。

＜ご参考＞
外貨建保険 契約残高（2026年3月末） 
294件/1,195百万円
※直近5年間における、新規のお申込はございません。

外貨建て保険の販売について

２．お客さまにふさわしいサービスの提供

高齢のお客さまへの販売について

①商品説明の際は行員複数名で対応し、お客さま
のご意向や説明に対する理解度の確認をおこなっ
ております。

②金融商品契約の際は、複数回の面談実施やご家
族の同席をお願いするなど、商品内容を十分ご理
解いただけるよう努めております。

③お客さまのご年齢によっては、当行からリスク
の高い商品の提案を控えさせていただく場合がご
ざいます。

北國銀行ではご高齢のお客さまへの金融商品販売
にあたり、高齢者ルールを制定しております。

11
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北國銀行におけるファンドラップ販売に対する考え方

北國銀行では下記理由により、個人のお客さまの
資産形成・運用のための商品として仕組債は適し
ていないと考え、2018年以降、仕組債の販売実績
はございません。
＜理由＞
①仕組債はデリバティブ（金融派生商品）を使っ
た複雑な仕組みの債券で、もともとは機関投資家
などプロ向けに開発された商品であります。

②そのため、どのような場合に元本割れが発生す
る可能性があるのかなど、個人のお客さまにとっ
ては理解が難しくリスクが大きいと考えておりま
す。
③また、コストについても一部不明確な商品内容
であり、お客さまにとって理解が難しいと考えて
いるためです。

北國銀行では下記理由により、お客さまの資産形成・
運用のための商品としてファンドラップは適していな
いと考え、ファンドラップの取扱いをしておりません。

＜理由＞
①複数のファンドを組み合わせた運用を行うため、
どのような種類のコストがどれくらい含まれている
のかお客さまにとって理解が難しいと考えております。

②また、一般的には他の資産運用商品と比較してコス
トが高くなるため、それに見合うだけの運用収益が期
待しづらい可能性があります。

③さらには代替として、投資信託のバランス型ファン
ドによる資産運用でお客さまのニーズにお応えする事
が可能と考えているためです。

北國銀行における仕組債販売に対する考え方

２．お客さまにふさわしいサービスの提供

12
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提案時のガイドブック活用

「ためる・ふやす」ニーズについて解説した「ライフプランガイドブック」と「のこす」ニーズについて
解説した「相続事業承継ガイドブック」を活用することで、わかりやすい情報提供に努めております。

お客さまのライフイベントやニーズ、悩みは一人ひとり異なります。北國銀行ではライフスタイルや
資産状況に応じて最適なアドバイスとサービスの提供を行うことで、お客さまに豊かで安心したくらし
を実現いただけるよう取り組んでおります。

３．お客さまへのわかりやすい情報提供

13

＜相続事業承継ガイドブック＞＜ライフプランガイドブック＞
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14

３．お客さまへのわかりやすい情報提供

各種セミナー、動画配信の実施

資産運用やセカンドライフプラン、相続対策など、
お客さまの年代やニーズに合わせて各種セミナー、
動画配信を実施しております。

＜NISA活用動画配信＞
⚫ 新NISAの仕組み
⚫ 長期投資、積立投資、分散投資の重要性

情報配信サイト

資産運用初心者に向けたサポートサイト「ほっこくマネ
ーコンシェル」では2025年3月より情報提供を開始いた
しました。資産運用の基本をわかりやすく解説する入門
コンテンツなど初心者でも安心して学べる情報を幅広く
取り揃えております。テーマ 開催件数 参加人数 開催方式 視聴回数

相続セミナー 10 106 対面 -

セカンドライフプランセミナー 1 50 対面 -

HOKKOKU LIFE＋Primeセミナー 1 29 対面 -

iDeCoオンラインセミナー 1 - オンライン 275

企業型DC事業主向けセミナー 1 - オンライン 185

北國銀行オンラインセミナー
～株式・債券・バランス型の基本と各商品の今後の見通し～

1 - オンライン 1,476
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＜親子向け金融教育セミナー＞
おかねについて、親子で学べるプログラムを開催。(2025年8月）

テーマ：おかねについて親子で学ぼう！
対象：小学４～6年生とその親御さま39組（78名）
お子さま向け：おかねの大切さやキャッシュレス体験
（講師：キャサリン＆ナンシー及び当行行員）

15

３．お客さまへのわかりやすい情報提供

若年期から金融リテラシー向上を支援し、資産形成や保険・ローンの適切な活用、金融詐欺の被害防止に
つなげています。これにより、お客さま一人ひとりが将来にわたり経済的に自立し、安心して豊かな生活を
実現できるよう、金融教育と分かりやすい情報提供に取り組んでおります。 
（2025年度金融教育実績件数：26件、参加者1,858名）
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重要情報シートの活用

16

３．お客さまへのわかりやすい情報提供

⚫ 投資信託提案の際は、商品情報をわかりやすく提供し、金融商品の比較を容易にするため重要情報シー
ト（金融事業者編、個別商品編）を活用しております。

⚫ 金融事業者編には、当行の商品選定のコンセプトや取扱商品、苦情相談窓口を記載し、投資信託の新規
取引時に説明・交付しております。

⚫ 個別商品編には、商品の内容、リスク、運用実績、費用等を記載し、投資信託販売時に説明・交付して
おります。
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投資信託に関する手数料・費用（ホームページ）北國銀行のファンド一覧（ホームページ）

お客さまにご負担いただく手数料については、ホームページや各種チラシ等において、金額や料率、
サービス対価の内容を、具体的かつ比較しやすいよう掲載し、わかりやすい説明を心がけております。

17

４．手数料の明確化
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メールでのコラム配信 アフターフォロー動画配信

お客さまの運用状況やご意向に合わせて、定期的な面談やメール・セミナー等により情報提供を行い、
お客さまが安心して資産形成・運用を継続できるようアフターフォローに取り組んでおります。

18

５．アフターフォロー

オンラインセミナー開催

ファンドの運用状況とこれから
の見通し等をわかりやすく解説
した運用報告動画を配信して
おります。

資産形成を行っているお客さま
に対し、安心して運用を継続い
ただけるよう、メールで情報提
供をおこなっております。

株式・債券・バランス型の
基本や各商品の見通しを解
説する「北國オンラインセ
ミナー」を、2025年12月か
ら2026年1月末まで開催い
たしました。
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⚫ 投資信託では「購入手数料が全商品無料であること」「商品説明の分かりやすさ」、北國おまかせ
Naviでは「商品を選ばずに自分に合った運用ができること」が高く評価されていることを確認できま
した。

⚫ 多くのお客さまが、手数料水準や商品ラインナップに加え、当行からの情報提供やアフターフォロー
への関心が高いことを確認いたしました。手数料水準や商品ラインナップに加え、当行からの情報提
供やアフターフォローの充実に対して関心が高いことが確認
手数料水準や商品ラインナップに加え、当行からの情報提供やアフターフォローの充実に対して関心

投資信託・北國おまかせNaviを保有いただいているお客さまのご意見・ご要望を幅広くお聞き
し、今後のサービス改善に役立てるため、アンケートを実施いたしました。
(投資信託、北國おまかせNavi：2025年12月、オンライン面談：通年)

⚫ 今後も厳選したラインナップを取り揃え、お客さま一人ひとりにあった商品提案を行ってまいります。
⚫ ホームページやメール配信、インターネットバンキングを通じて、よりわかりやすい情報提供に努めて

まいります。
⚫ 今後もお客さまから頂戴したご意見、ご要望をもとにサービス改善や人材育成に取り組んでまいります。

19

６．お客さまアンケートの実施

アンケート結果

今後の取り組み
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当行では業績評価制度を継続的に見直し、2015年にいわゆるノルマ制度を廃止しました。2021年からは
キャリアレビュー（働き方の振り返り）を通じて、個々人の役割やスキル、中長期的なキャリアプランを
踏まえた評価を行い、お客さま目線の行動を意識付けております。

（参考）2025年度の社内向け研修実施回数

営業体制

社内研修状況

７．営業体制・社内研修状況

社内研修は、知識は事前に動画で習得し、ディスカッションやロープレによるアウトプット中心の内容
とすることで、実践的スキルの早期習得を図っています。あわせて、お客さまに合わせたアドバイス・
課題解決スキル向上に取り組んでいます。

＜その他の具体的な取り組み例＞
●カンファレンス実施による最適な提案
●研修動画のアーカイブ配信
●役割に応じた階層別研修
●スキルマップの活用

研修名 主な対象者 実施回数

個人コンサル研修 個人コンサルチーム ４回

新任担当者向け研修 コンサル新任担当者 3回

投信関連勉強会 個人部社員 3回

保険オンラインセミナー 個人部社員 3回

20
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当行では利益相反のおそれがある取引について、法令等および利益相反管理方針に基づき、お客さまの
利益を不当に害さないよう適切に業務を遂行しております。
また、利益相反管理方針の概要をホームページで公表しております。

利益相反管理方針

手数料目的の販売について

外貨建保険・仕組債
ファンドラップの新規

販売なし

顧客の利益より銀行の利益を
優先した手数料目的の販売は

見られません。

投資信託全商品
ノーロード化

信託報酬が安い
投資信託の導入

業績評価
（ノルマ）を廃止

各種取り組みによって、手数料目的の販売は発生しない体制としております。

８．利益相反の適切な管理について

21
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⚫ 当行はグループ傘下のCCIアセットパートナーズ（旧FDAlco)が投資助言を行う商品を販売しており、
信託報酬の一部を同社が受け取ります。

⚫ みどりの架け橋の販売比率や2025年度投資信託販売上位10銘柄から、優先販売は見られません。
⚫ 当行は投資信託販売に伴い、当該商品の提供会社から委託手数料等を受け取っておりません。

※みどりの架け橋とは、当行グループ傘下のCCI
アセットパートナーズ(旧FDAlco)が投資助言を
行っている商品。

優先販売

※2025年度投資信託販売上位10銘柄に占めるみどりの架け橋
（成長型・安定型）の割合は9.8％であり割合は高くない。

８．利益相反の適切な管理について
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みどりの架け橋比率 その他投信

投資信託販売額におけるみどりの架け橋販売割合 2025年度投資信託販売上位10銘柄（積立含む）
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順位

1

2

3 eMAXIS Slim 米国株式（S&P５００）

4

5

6 みのりの投信

7

8

9

10

販売金額(百万円）

eMAXIS Slim 国内株式（日経平均） 2,488

eMAXIS Slim 全世界株式（オール・カントリー） 1,668

404FDA日米バランスファンド（みどりの架け橋・安定型）

銘柄名

SMT世界経済インデックス・オープン(株式シフト型) 477

ダイワ好配当日本株投信（季節点描） 434

925

FDA日米バランスファンド（みどりの架け橋・成長型） 646

1,453

世界経済インデックスファンド 1,143

ストックインデックスファンド２２５ 1,049
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利益相反の可能性がある取引管理

⚫ 当行では金融商品販売に関する下記項目を、担当部署がモニタリングし、社員への牽制、教育を
実施しております。

①高齢者への販売ルール遵守
②事業性融資先に対する優越的地位の濫用有無
③短期間での売却、解約

⚫ また、モニタリングにより、お客さまの意向を無視した販売や社内規則に違反した取扱がないこと
を確認しております。

新商品導入時の審査実施

⚫ 新商品導入時は、販売部門だけでなく管理部門も参加して新商品導入について審査を実施して
おります。

⚫ 主な選定ポイント
①利益相反管理対象となる商品か
②顧客の判断を誤らせる商品設計となっていないか
③過度に当行に有利な商品設計となっていないか
④手数料の妥当性について十分検討がなされているか

８．利益相反の適切な管理について

23
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⚫ 投資信託の平均保有期間は2026年3月末時点で、5.78年と伸長しました。
⚫ 投資信託平均保有期間や投資信託・北國おまかせNaviの顧客数推移からも、当行が推奨する長期

投資が地域のお客さまに浸透していると考えております。

投資信託・北國おまかせNaviの顧客数投資信託の平均保有期間

24

９．各種データ

※平均保有期間の計算式：年度中の平均残高（注）÷
年度中の解約・償還額
（注）平均残高＝（前年度末残高＋年度末残高）÷２
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投資信託・北國おまかせNavi積立顧客数と積立顧客割合 投資信託・北國おまかせNaviの月額平均積立金額

⚫ 積立型投資は少額から手軽に始めることができ、投資時期を分散させることで取得価格を平準化
（価格変動リスクを低減）させる効果があります。

⚫ 当行ではお客さまの安定的な資産形成実現のため、積立型投資を推奨しております。
⚫ 投資信託・おまかせNaviを保有しているお客さまの約半数が積立型で運用しており、平均積立金

額も年々増加しております。

25

９．各種データ
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⚫ iDeCo契約者数は順調に推移しており、各種セミナー等を通じて将来のための資産形成やライフプラン
ニングの必要性が浸透していると考えております。

⚫ 積立額のうち投資信託での運用も増えており、iDeCo契約者の年金資産運用ニーズも増加しております。

９．各種データ

iDeCo契約者数 iDeCo積立金額と投資信託での運用割合
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投資信託の運用損益別顧客比率 投資信託預かり資産残高上位20銘柄

⚫ 対象のお客さま：基準日時点に投資信託を保有している個人のお客さま
⚫ 対象のお取引：弊行の投資信託口座による取引
⚫ 運用損益比率＝トータルリターン÷時価評価額

金融庁公表の「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPIに
ついて」に基づいた定義により当行取扱投資信託において、設定5年
超の投資信託のうち残高上位20銘柄を掲出しています。27

10.共通KPI(2026年3月末)①

順位 銘柄 投資信託会社名

1 みのりの投信 ポートフォリア

2 ﾋﾟｸﾃ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝｶﾑ株式ﾌｧﾝﾄﾞ（毎月分配型） ピクテ・ジャパン

3 世界経済インデックスファンド 三井住友トラスト・アセットマネジメント

4 ストック インデックス ファンド２２５ 大和アセットマネジメント

5 グローバル・ソブリン・オープン（毎月決算型） 三菱UFJアセットマネジメント

6 eMAXIS Slim全世界株式（オール・カントリー） 三菱UFJアセットマネジメント

7 eMAXIS Slim米国株式（S&P500） 三菱UFJアセットマネジメント

8 高金利先進国債券オープン（毎月分配型） 大和アセットマネジメント

9 BNYメロン・リアル・リターン・ファンドBコース(為替ヘッジなし） BNYメロン・インベスト・マネジメント

10 BAMワールドボンド&カレンシーファンド（1年決算型） ベアリングス・ジャパン

11 ピクテ・アセット・アロケーションファンド（1年決算型） ピクテ・ジャパン

12 ピクテ・プレミアム・ブランドファンド（3か月決算型） ピクテ・ジャパン

13 ピクテ新興国インカム株式ファンド（毎月決算型） ピクテ・ジャパン

14 SMT世界経済インデックス・オープン（株式シフト型） 三井住友トラスト・アセットマネジメント

15 One J-REITインデックスファンド（毎月決算型） アセットマネジメントOne

16 ピクテ資源国ソブリンファンド（毎月分配型） ピクテ・ジャパン

17 SMT世界経済インデックスオープン 三井住友トラスト・アセットマネジメント

18 テンプルトン世界債券ファンド 為替ヘッジなしコース フランクリン・テンプルトン・ジャパン

19 ハイグレード・オセアニア・ボンド・オープン（毎月分配型） 大和アセットマネジメント

20 三井住友・グローバル・リート・オープン 三井住友トラスト・アセットマネジメント
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投資信託の預かり資産残高上位20銘柄のコスト・リターン/リスク・リターン

＜2024年3月末＞

※基準日時点で設定期間5年超のファンドが対象
※コスト：販売手数料✕1/5+信託報酬率 リスク：過去5年間の月次リターンの標準偏差（年率換算） リターン：過去5年間のトータルリターン（年率換算）

28
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10.共通KPI(2026年3月末)②
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外貨建保険の運用損益別顧客比率 外貨建保険取扱銘柄

⚫ 対象のお客さま：基準日時点に外貨建一時払保険を契約している個人のお客さま
⚫ 対象のご契約：弊行が保険募集を行ったご契約。基準日時点でご解約済みの契約、

                        年金のお支払いが開始している年金契約（据置期間の契約を含む）は除外する。
⚫ 運用損益比率＝（基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額）―契約時点の一時払保険料（いずれも円換算）

契約時点の一時払保険料（円換算）

金融庁公表の「外貨建保険の販売会社における比較可能な
共通KPIについて」に基づいた定義により、当行取扱い保険
商品において、設定５年超の保険商品を掲出しています。

29

10.共通KPI(2026年3月末)③

銘柄名 保険会社名

①しあわせ、ずっと 三井住友海上プライマリー生命

②やさしさ、つなぐ 三井住友海上プライマリー生命

③アテナ 三井住友海上プライマリー生命

④アテナ２ 三井住友海上プライマリー生命

⑤ファイブ・ステップUS プルデンシャルジブラルタファイナンシャル生命

⑥えんドル＋AUD ジブラルタ生命

⑦えんドル＋USD ジブラルタ生命

⑧えんドル君プラス ジブラルタ生命
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外貨建保険の銘柄別コスト・リターン

＜2024年3月末＞

⚫ 保険契約開始から5年以上契約した契約が対象。
⚫ コスト＝各契約のコスト率について、保険会社が支払う代理店手数料のうち、新契約手数料率を基準日までの契約期間(月単位)で除したものと年間の継続

手数料率を使用することで算出し、各契約のコスト率を、各契約の契約時点の一時払保険料（円換算）で加重平均する。
⚫ リターン＝各契約のリターン率について、(基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額－契約時点の一時払保険料) ÷ (契約時点の一時払保険料)

を年率に換算し、各契約のリターン率を、各契約の契約時点の一時払保険料で加重平均する（いずれも円換算）。30

＜2025年3月末＞
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10.共通KPI(2026年3月末)④

残高加重平均値
コスト リターン

0.34% 3.87%

-5%

0%

5%

10%

0% 1% 2% 3%
-5%

0%

5%

10%

0% 1% 2% 3%

-5%

0%

5%

10%

0% 1% 2% 3%



© The HOKKOKU Bank,ltd

顧客本位の業務運営に関する原則 記載部分

原則2 金融事業者は、高度の専門性と職業倫理を保持し、顧客に対して誠実・公正に業務を行い、顧客の最善の利益を図るべきである。金融事業者は、こ
うした業務運営が企業文化として定着するよう努めるべきである。

P.2,P.3
P.20

（注） 金融事業者は、顧客との取引に際し、顧客本位の良質なサービスを提供し、顧客の最善の利益を図ることにより、自らの安定した顧客基盤と収益の
確保につなげていくことを目指すべきである。

P.2,P.3
P.24～P.26

原則3 金融事業者は、取引における顧客との利益相反の可能性について正確に把握し、利益相反の可能性がある場合には、当該利益相反を適切に管理すべ
きである。金融事業者は、そのための具体的な対応方針をあらかじめ策定すべきである。

P.21～P.23

（注） 金融事業者は、利益相反の可能性を判断するに当たって、例えば、以下の事情が取引又は業務に及ぼす影響についても考慮すべきである。 
・金融商品の販売に携わる金融事業者が、金融商品の顧客への販売・推奨等に伴って、当該商品の提供会社から、委託手数料等の支払を受ける場合 
・金融商品の販売に携わる金融事業者が、同一グループに属する別の会社から提供を受けた商品を販売・推奨等する場合 
・ 同一主体又はグループ内に法人営業部門と運用部門を有しており、当該運用部門が、資産の運用先に法人営業部門が取引関係等を有する企業を
選ぶ場合

P.21～P.23

原則4 金融事業者は、名目を問わず、顧客が負担する手数料その他の費用の詳細を、当該手数料等がどのようなサービスの対価に関するものかを含め、顧
客が理解できるよう情報提供すべきである。

P.17

原則5 金融事業者は、顧客との情報の非対称性があることを踏まえ、上記原則４に示された事項のほか、金融商品・サービスの販売・推奨等に係る重要な
情報を顧客が理解できるよう分かりやすく提供すべきである。

P.13、P.16

（注1） 重要な情報には以下の内容が含まれるべきである。
・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・サービスの基本的な利益（リターン）、損失その他のリスク、取引条件
・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品の組成に携わる金融事業者が販売対象として想定する顧客属性
・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・サービスの選定理由（顧客のニーズ及び意向を踏まえたものであると判断する理由を含む）
・ 顧客に販売・推奨等を行う金融商品・サービスについて、顧客との利益相反の可能性がある場合には、その具体的内容（第三者から受け取る手
数料等を含む）及びこれが取引又は業務に及ぼす影響

P.13,P.16

（注2） 金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨等する場合には、個別に購入することが可能であるか否かを顧客に示すと
ともに、パッケージ化する場合としない場合を顧客が比較することが可能となるよう、それぞれの重要な情報について提供すべきである。（(注２)
～(注５)は手数料等の情報を提供する場合においても同じ）。

P.6

（注3） 金融事業者は、顧客の取引経験や金融知識を考慮の上、明確、平易であって、誤解を招くことのない誠実な内容の情報提供を行うべきである。 P.13～P.16

（注4） 金融事業者は、顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・サービスの複雑さに見合った情報提供を、分かりやすく行うべきである。単純でリスク
の低い商品の販売・推奨等を行う場合には簡潔な情報提供とする一方、複雑又はリスクの高い商品の販売・推奨等を行う場合には、顧客において同
種の商品の内容と比較することが容易となるように配意した資料を用いつつ、リスクとリターンの関係など基本的な構造を含め、より分かりやすく
丁寧な情報提供がなされるよう工夫すべきである。

P.４,P.13
P.16

「顧客本位の業務運営に関する原則」の原則２～７の項目ごとに、取組や関連情報を記載したページは以下の通りです。
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（注5） 金融事業者は、顧客に対して情報を提供する際には、情報を重要性に応じて区別し、より重要な情報については特に強調するなどして顧客の注意を
促すべきである。

P.16

原則6 金融事業者は、顧客の資産状況、取引経験、知識及び取引目的・ニーズを把握し、当該顧客にふさわしい金融商品・サービスの組成、販売・推奨等
を行うべきである。

P.4～P.12
P.24～P.26 

（注1） 金融事業者は、金融商品・サービスの販売・推奨等に関し、以下の点に留意すべきである。
・ 顧客の意向を確認した上で、まず、顧客のライフプラン等を踏まえた目標資産額や安全資産と投資性資産の適切な割合を検討し、それに基づき、
具体的な金融商品・サービスの提案を行うこと
・ 具体的な金融商品・サービスの提案は、自らが取り扱う金融商品・サービスについて、各業法の枠を超えて横断的に、類似商品・サービスや代
替商品・サービスの内容（手数料を含む）と比較しながら行うこと
・金融商品・サービスの販売後において、顧客の意向に基づき、長期的な視点にも配慮した適切なフォローアップを行うこと

P.4～P.12
P.18,P.19

（注2） 金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨等する場合には、当該パッケージ全体が当該顧客にふさわしいかについて
留意すべきである。

P.6

（注3） 金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品の組成に当たり、商品の特性を踏まえて、販売対象として想定する顧客属性を特定・公表するとともに、
商品の販売に携わる金融事業者においては、それを十分に理解したうえで、自らの責任の下、顧客の適合性を判断し、金融商品の販売を行うべきで
ある。

P.6

（注4） 金融事業者は、特に、複雑又はリスクの高い金融商品の販売・推奨等を行う場合や、金融取引被害を受けやすい属性の顧客グループに対して商品の
販売・推奨等を行う場合には、商品や顧客の属性に応じ、当該商品の販売・推奨等が適当かより慎重に審査すべきである。

P.11,P.12
P.23

（注5） 金融事業者は、従業員がその取り扱う金融商品の仕組み等に係る理解を深めるよう努めるとともに、顧客に対して、その属性に応じ、金融取引に関
する基本的な知識を得られるための情報提供を積極的に行うべきである。

P.13～P.16
P.20

（注6） 金融商品の販売に携わる金融事業者は、商品の複雑さやリスク等の金融商品の特性等に応じて、製販全体として顧客の最善の利益を実現するため、
金融商品の組成に携わる金融事業者に対し、金融商品を実際に購入した顧客属性に関する情報や、金融商品に係る顧客の反応や販売状況に関する情
報を提供するなど、金融商品の組成に携わる金融事業者との連携を図るべきである。

P.7

（注7） 金融商品の販売に携わる金融事業者は、商品の複雑さやリスク等の金融商品の特性等に応じて、プロダクトガバナンスの実効性を確保するために金
融商品の組成に携わる金融事業者においてどのような取組みが行われているのかの把握に努め、必要に応じて、金融商品の組成に携わる金融事業者
や商品の選定等に活用すべきである。

P.7

原則7 金融事業者は、顧客の最善の利益を追求するための行動、顧客の公正な取扱い、利益相反の適切な管理等を促進するように設計された報酬・業績評
価体系、従業員研修その他の適切な動機づけの枠組みや適切なガバナンス体制を整備すべきである。

P.20

（注） 金融事業者は、各原則（これらに付されている注を含む）に関して実施する内容及び実施しない代わりに講じる代替策の内容について、これらに携
わる従業員に周知するとともに、当該従業員の業務を支援・検証するための体制を整備すべきである。

P.20
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